
６ 財政計画 

財政計画は、合併年度及びそれに続く10か年度を推計しました。（平成17～27年度） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地方税 
市民税や固定資産税など、住民の皆さんが

市に納める税金 

 
人件費 

市役所で働く職員や市長、議員の給料など

に使う費用 

国県からの 

交付金・ 

補助金 

財力に応じて国から配分されるお金や、市

が行う事業に対し、その一部として国や県

から補助されるお金 

 
扶助費・ 

補助費 

生活の保護や福祉などのための費用 

各種団体の活動を補助するための費用 

市債 
市が建物を建てるなどの費用に充てるため

の借金 

  

 
物件費・ 

維持補修費 

事務用品購入や光熱費など事務を行うた

めの費用 

公共施設等の効用を保全するための費用 

 
  

投資的経費 
道路の改良や公共建物の建築などのため

の費用 

   公債費 借金を返すために使う費用 

合併による財政面の効果                            

人件費の削減効果                  約 32 億円 

・職員の退職者補充の抑制で約21億円 

・特別職、議会議員などの減員で約11億円  ※ 削減額は現行の報酬等で推計してあります。 

合併時に利用できる財政支援措置                        

合併直後の臨時的経費に係る財政措置         約 3.6 億円 

格差の是正や事務的経費の支援            約 7.5 億円 

普通交付税の算定替             10 年間で約 3 億円 

合併特例債起債額                  約 70 億円 

普通交付税算入額                  約 49 億円 

地域振興基金の造成                 約 17 億円 

合併市町村補助金                上限３億円 

県合併交付金                      5 億円 

歳入総額
約1827億円

地方税
約820億円

約45%

国・県からの
交付金・補助金

約662億円

約36%

市債
約188億円

約10%

その他
約157億円

約9%

歳出総額
約1827億円

人件費
約307億円
約17%

扶助費・補助費
約623億円
約34%

物件費・
維持補修費
約201億円
約11%

投資的経費
約320億円
約18%

公債費
約229億円
約12%

その他
約147億円
約8%


